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その他、児童発達支援の基準について
（児童福祉法に基づく指定障害児通所支援の事業所等の人員、設備及び運営に関する基準）

• 第7条 （管理者） 抜粋

「事業所ごとに管理者を置かなければならない。ただし、管理
上支援に支障がいない場合は他の職務に従事させ、又は同
一敷地内にある他の事業所、施設等の職務に従事させるこ
とができる」

• 第8条（従たる事業所を設置する場合における特例）抜粋

「（児童発達支援センターを除く）主たる事業所と一体的に管
理運営を行う事業所を設置することができる。

従たる事業所を置く場合、それぞれ1人以上は常勤かつ専
ら従事するものでなければならない」
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私は児童デイサービス事
業所です。今後どうなる
のですか！？

POINT １
児童デイサービスのⅡ型のイメージで、
「児童発達支援管理責任者」を配置し、
個別支援計画を作って支援します。

POINT １
児童デイサービスのⅡ型のイメージで、
「児童発達支援管理責任者」を配置し、
個別支援計画を作って支援します。

POINT ２
学校からの送迎、夏休み等とそれ以外の
サービス提供時間の違い等を、報酬上考
慮される予定です。

POINT ２
学校からの送迎、夏休み等とそれ以外の
サービス提供時間の違い等を、報酬上考
慮される予定です。

POINT ３
現在の児童デイサービスと同様に、引き
続き利用の必要性が認められる場合には
満20歳に達するまで利用可能です。

POINT ３
現在の児童デイサービスと同様に、引き
続き利用の必要性が認められる場合には
満20歳に達するまで利用可能です。

POINT ４
現在、指定児童デイサービス事業所の皆
さんは、4月1日に放課後等デイサービス
の指定を受けているとみなされます。た
だし事業所番号が変更になるため、新し
い事業所番号が付番されます。

POINT ４
現在、指定児童デイサービス事業所の皆
さんは、4月1日に放課後等デイサービス
の指定を受けているとみなされます。た
だし事業所番号が変更になるため、新し
い事業所番号が付番されます。
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運営の基準は児童発達支援センターと同様

1人以上は専任かつ常勤 多機能型事業
所においては
兼務可。

基準省令では児童指導員から指導員に変更

20

私は通園施設です。保
育所等訪問支援を実施
しなければならないので
すか！？

POINT １
現在の通園施設は「児童発達支援センタ
ー」とみなされますが、保育所等訪問支
援はそのセンターの必須事業となる予定
です。

POINT １
現在の通園施設は「児童発達支援センタ
ー」とみなされますが、保育所等訪問支
援はそのセンターの必須事業となる予定
です。

POINT ２
保育所等訪問支援を行うための体制整備
等に、3年間の経過措置があります。

POINT ２
保育所等訪問支援を行うための体制整備
等に、3年間の経過措置があります。

POINT ３
報酬は、提供時間ではなく、回数により
算定する方法が予定されています。

POINT ３
報酬は、提供時間ではなく、回数により
算定する方法が予定されています。

POINT ４
人員基準は「訪問支援を行うために必要
な数」を配置する必要があります。

POINT ４
人員基準は「訪問支援を行うために必要
な数」を配置する必要があります。
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運営に関する基準

・身分を証する書類の携行
・通所利用者負担額の受領
・運営規程
・準用（基準省令各条、１２～２２、２４～３０、３２、３４～３６、３８、４１、４３～４５、４７～５０、

５１の1項、５２～５４）
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みなし指定に関すること
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【ＰＯＩＮＴ】

・4月1日の新規の自立支援法上の指定が必要な場合の申請先は、

神奈川県です。
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ＰＯＩＮＴ
児童発達管理責任者の配置が新たに加わりました。
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新児福省令 障害児施設
H18厚労省178号

・内容及び手続きの説明及び同意 第6条 9条
・提供拒否の禁止 第7条 10条
・あっせん、調整及び要請に対する協力 第8条 11条
・サービス提供困難時の対応 第9条 12条
・受給資格の確認 第10条 13条
・障害児入所給付費等の額に係る援助 第11条 14条
・心身の状況等の把握 第12条 15条
・居住地の変更が見込まれるものへの対応 第13条 16条
・入退所の記録の記載等 第14条 17条
・サービスの提供の記録 第15条 18条
・指定福祉型障害児入所施設が入所給付決定保護者に求めることの
できる金銭の支払の範囲等

第16条 20条

・入所利用者負担額の受領 第17条 20条
・入所利用者負担額に係る管理 第18条 21条
・障害児入所給付費等の額にかかる通知等 第19条 22条
・指定入所支援の取扱方針 第20条 23条
・入所支援計画の作成等 第21条 24条
・管理者及び児童発達支援管理責任者の責務 第22条
・検討等 第23条 25条
・相談及び援助 第24条
・指導・訓練等 第25条 27条
・食事 第26条 28条
・社会生活上の便宜の供与等 第27条 29条
・健康管理 第28条 30条
・緊急時等の対応 第29条
・障害児の入院期間中の取扱 第30条
・給付金として支払を受けた金銭の管理 第31条
・入所給付決定保護者に関する都道府県への通知 第32条 32条
・管理者による管理 第33条 33条
・運営規程 第34条 35条
・勤務体制の確保等 第35条 36条
・定員の遵守 第36条 37条
・非常災害対策 第37条 38条
・衛生管理等 第38条 39条
・協力医療機関 第39条 40条
・掲示 第40条 41条
・身体拘束等の禁止 第41条 42条
・虐待等の禁止 第42条 43条
・懲戒に係る権限の濫用禁止 第43条 44条
・秘密保持等 第44条 45条
・情報の提供 第45条 46条
・利益供与等の禁止 第46条 47条
・苦情解決 第47条 48条
・地域との連携 第48条 34条
・事故発生時の対応 第49条 50条
・会計の区分 第50条 51条
・記録の整備 第51条 52条

障害児入所支援

障害児入所施設の運営の基準
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【ＰＯＩＮＴ】
児童発達管理責任者の配置が新たに加わりました。
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運営に関する基準

・入所利用者負担額の受領
・障害児入所給付費の額に係る通知等
・協力歯科医療機関
・準用（基準省令、６～１６、１８、２０～３８、４０～４４、４５の１項、

４６～４９、５１）
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【ＰＯＩＮＴ】
県内ほとんどの障害児入所施設は平成24年9月30日に指定の有効

期限が終わります。それまでに、法人として方向性を決める必要があります。

現 知的障害児施設、重症心身障害児施設等入所施設




